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  令和３年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(分担)研究報告書 

就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワークによる就労の推進のための研究（21GC1017） 

海外における障がい者テレワークの実態に関する文献研究 

八重田 淳 筑波大学人間総合科学学術院 

リハビリテーション科学学位プログラム 准教授 

【研究要旨】 

【目的】本研究では，海外における障がい者のテレワークの実態を文献的に探ることを目的とした。 

【方法】文献検索エンジンとしては google scholar を用い、検索キーワードとして telework, disability, work 

support のいずれかを有する 2021 年以降の海外文献のうち、実態把握に関する総説論文をフィルターとして

検索し、障がい者テレワークの推進課題を整理した。【結果】検索の結果、169 件の文献が該当した。本文

PDF としてダウンロードが可能な論文以外は、アブストラクトを用いて障がい者テレワークの実態を探っ

た。【考察】障がい者テレワークによる就労を推進するための課題として、障がい者のテレワークを支援す

る人材育成、障がい者テレワークに対する偏見の除去、障がい者を雇用する事業所のテレワーク業務分析に

ついて考察し、結論として今後の研究課題を整理した。 

 

 

A. 研究目的 

 本研究は，海外における障がい者のテレ

ワークの実態を探り、我が国の就労系障害福

祉サービス事業所におけるテレワーク就労を

推進するための課題を整理することを目的と

した。 

 

B. 研究方法 

１．対象文献 

COVID-19 によるパンデミックを経て、障

がい者のテレワークがある程度進んだと想定

される 2021 年以降の総説論文を対象文献と

した。 

２．調査時期 

調査時期は、文献検索期間と同様の 2021

年４月〜2021 年３月である。 

３．調査内容 

我が国における就労系福祉サービス事業所

に近いと想定される職業リハビリテーション

系のサービス事業所におけるテレワークの実

態と課題が述べられている海外の総説論文に

記載されている内容とした。 

４．倫理配慮 

本研究は文献研究であるため、倫理審査を

要する研究には該当しない。 

５．分析方法 

文献検索エンジンとして、google scholar を

用いた。検索キーワードとして、telework, 

disability, work support を採用した。第一キー

ワードの telework は本研究テーマに含まれる

メインワードであるため、そのまま採用し

た。第二キーワードの disability は対象を障

害のある人に限定するために用いた。第三キ

ーワードとして work support を用いた理由

は、就労系福祉サービス事業所に該当する海

外の事業所として想定されるのが work 

support center や sheltered worksop 等であり、

就労支援の英訳として work support が妥当で

あると判断したことによる。 
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これら 3 つの検索キーワード telework, 

disability, work support のいずれかを有する

2021 年以降の海外文献のうち、実態把握に

関する総説論文をフィルターとして検索し

た。本文 PDF としてダウンロードが可能な

論文以外は、アブストラクトを用い、障がい

者テレワークの実態を探り、その上でテレワ

ーク推進の課題を整理した。 

 

C. 研究結果 

文献検索の結果、169 件の文献が該当し

た。しかし、テレワーク支援を推進するため

の課題を挙げたものが多く、具体的な障がい

者テレワークの推進方法に関するものは極め

て限られているのが現状であった。 

障害のある労働者と障害のある家族を持

つ労働者の在宅テレワークを主題とした先行

研究のレビューによると、在宅テレワークで

取り組むべき課題としては、（１）テレワー

クと在宅生活のバランスの確保、（２）テレ

ワーク業務遂行の技術的課題への対応、

（３）テレワークに対する心理的・身体的適

応状態の把握と介入、（４）テレワークの成

果評価の在り方などが挙げられていた。これ

らの課題へのアプローチ方法として、障害の

あるテレワーカーに対する横断的・縦断的研

究デザインの不足自体も課題の一つとして挙

げられていた。 

また、障がい者テレワークによるマイナ

ス要因として、（１）コロナ以外での医療ア

クセスの中断による在宅勤務の困難、（２）

在宅勤務による活動量の低下が、身体的・認

知的・精神的機能の悪化につながる危険性、

（３）テレワークによる対人関係上の心理的

距離と無活動状態から生じる本人の社会的孤

立と孤独感の増長、（４）本人が居住する地

域社会という大枠の支援の中に障害のある人

の個別支援が埋没するという混乱、（５）テ

レワークを支える家族や介護者の負担とスト

レスの増加、（６）テレワーク自体が労働の

質と労働量の格差を悪化させることにつなが

る懸念、（７）テレワークによる雇用機会と

所得が減少するという危惧などが挙げられて

いた。 

障害の有無によるテレワーク実施率の実

態がパンデミック前後でどのように変化した

かという実態については、パンデミック前の

テレワーク実施率は障がい者が 5.5%で非障

がい者は 4.4%であるのに対し、パンデミッ

ク後の実施率は障がい者が 12.7%、非障がい

者が 14.5%という調査結果がアメリカで示さ

れている。さらに、18〜26 歳の若年層にお

ける在宅勤務率は、月平均で障がい者の

10.8%、非障がい者の 14.6%という結果があ

る。つまり、パンデミックによる障がい者の

在宅ワークは非障がい者に比べて伸び率が少

なく、在宅ワークをしている若年層も障がい

者の方が少ないということだが、これには、

居住環境のインターネット整備状況の違いも

関係している。インターネットに接続できな

い家に住んでいる障がい者（12.5%）は、非

障がい者(10.2%)より多い。 

さらに、職種内容によっても在宅勤務率

は異なっている。例えば、在宅勤務の管理職

は、非障がい者が 42.5%であるのに対し、障

がい者は 36.4%である。在宅勤務の営業職の

場合は、非障がい者が 18.5%であるのに対

し、障がい者は 12.5%となっている。特に営

業職の場合は、身体的・物理的障壁が業務遂

行に影響することが考えられる。 

海外における障がい者テレワークの実態

に関する先行研究は散見されるものの、テレ
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ワークを推進するための課題を整理した上で

慎重に検討する必要性が示された。我が国で

はパンデミック前後における障がいの有無に

よるテレワーク実施率に関する先行研究等は

見当たらないため比較考察はできない。就労

や職業リハビリテーションの遠隔支援として

のテレ・リハビリテーションが比較的進んで

いるアメリカの実態や課題は参考になるが、

国際的な知見は極めて不足しているのが現状

である。 

 

D. 考察 

文献研究の結果を踏まえ、以下に障がい

者のテレワークを支援する人材育成、障がい

者テレワークに対する偏見、障がい者を雇用

する事業所におけるテレワークに関連した職

務分析について考察する。 

１.テレワークの人材育成について 

障がい者のテレワークを推進するために

はその知識と技術を有する人材が不可欠であ

り、現時点ではそうした人材育成も欠如して

いるのが現状である。 

障がい者のテレワークを支援する人材に

求められる資質としては、以下の６点に整理

することができる。 

1） テレワークに必要となる情報通信技術の

準備ができる人 

2） その使い方とテレワーク業務を教えなが

ら援助できる人 

3） テレワーク業務に関連する情報保障・安

全保障・法令遵守等の疑問を解決できる

人 

4） 専門的なコンサルテーションを事業所に

提供できる人 

5） 障がい特性に応じたテレワークの合理的

配慮を定期的に確認修正できる人 

6） テレワーク雇用の継続に必要な雇用管理

業務を請け負う人 

２. 障がい者テレワークに対する偏見 

障がい者を雇用する事業主が、障がい者

のリモートワークは困難であるいう偏見が、

テレワーク実施自体の格差を産んでいること

も懸念される。障がい者テレワークの可能性

に対する偏見は、雇用差別に発展する危険が

ある。文献レビューからは、比較的テレワー

クが推奨される情報系の職業領域でも、パン

デミック時には、障がい者は非障がい者に比

べてテレワークをする可能性の低さが示され

ている。しかし、その理由や対応策について

は精査されていない。障がい者テレワークの

偏見によって、障がい者雇用の機会がさらに

減少することは避けなければならない。障が

い者テレワークへの偏見を取り除くために

は、テレワークでも十分に業務遂行が可能で

あるということを実証することが奨励され

る。 

３. 障がい者雇用事業所における業務分析 

先行研究では、今後のテレワークは障が

い者にとって「明るい兆し」をもたらすとい

う希望的観測を示唆するものが多い。しかし

ながら、これを現実のものとするためには、

障がい者を雇用する事業主が、障がい者のテ

レワーク・在宅勤務をまず全面的に受け入れ

ることが前提となる。その上で、必要となる

テレワークに特化した業務の詳細な職務分析

が必要となる。この職務分析により、障がい

者がテレワークのどの部分で具体的に躓いて

いるかを把握できれば、職場の構造上の問題

解決とテレワーク実施に対する心理的障壁の

問題を解決する方略を立案するための基本デ

ータとして活用することが可能となる。 
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さらに、テレワークの職務分析はテレワ

ーク実施に関わるアセスメント開発の基礎資

料となることが期待され、障がい者テレワー

クに関する合理的配慮事項の整理にもつなが

るだろう。例えば、情報通信機器の使い勝手

に対する配慮、職場における人間関係への配

慮、作業の個別スペースへの配慮、休憩や作

業ペースの自由化への配慮等は、障がい者テ

レワークの推進によって大幅に解決される可

能性があるため、基本的には障がい者テレワ

ーク推進に向けた方略を探り、その成果を実

証することが求められる。 

 

E. 結論 

COVID-19 によるパンデミックの影響によ

り、障がい者テレワークの機会は以前として

少ないのが現状である。雇用機会平等の原理

に基くなら、テレワークという労働形態自体

が「障害」とならないような「遠隔就労テク

ノロジー」の開発と整備は喫緊の課題であ

る。また、テレワークを支援する人材の確保

と育成も早急に整備する必要がある。障がい

者テレワークの合理的配慮事項を、テクノロ

ジーと人材の整備状況によって適宜アップデ

ートし、テレワークを働く障がい者にとって

公平な選択肢の一つとすべきである。 

テレワークの実態が見えにくい現状で、

障がい者の在宅勤務は、我が国の関連学会

（例えば日本職業リハビリテーション学会）

でも、30 年以上前から推奨されている課題

である。パンデミックによる障がい者テレワ

ークをチャンスに変え、新たな働き方として

のテレワークの成果を「見える化」すること

は、障害の有無に関わらない今後の大きな課

題である。 

最後に、障がい者テレワーク推進に関連

する今後の具体的な研究課題を以下の４点に

まとめた。これらの研究課題を探り、障がい

者テレワークの推進については継続的に検討

することが望ましい。 

１）働く障がい者本人と家族がテレワークを

どの程度希望しているか？ 

２）障がい者テレワーク推進の物理的・心理

的・社会的な障壁とは何か？ 

３）障がい者テレワークを支援する人材に必

要な資質と有効な人材育成システムとは

何か？ 

４）障がい者テレワークの具体的な成果とは

何か？ 

 

F．健康危険情報 

該当なし 

 

G. 研究発表 

八重田淳(2022)障害者雇用におけるテレワー

クの現状と遠隔リハビリテーション支援の

実践課題. 障害のある方の IT を活用した

在宅就労フォーラム.2022 年 3 月 5 日

(土）主催：香川県/かがわ総合リハビリテ

ーション事業団 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 該当なし 

２．実用新案登録 該当なし 

３．その他 該当なし 
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